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会計目的の識別
松 尾 幸 正
I はじめに
会計が特定の組織体の経済事象を測定し，伝達するプロセスであること
は，一般に承認されている。だが，前提とする目的によって，経済事象の測
定・伝達方法は異なる。バッカーは種々の目的のもとに，種々の測定方法を
(1) 
検討している。会計担当者の測定行為に判断上の指針を提供するのが会計理
論であるとしたら，このような目的の多様性に伴う測定の多様性は，目的別
に測定理論を明示せねばならないことを意味している。 ASOBAT以後の一
つの流れがこの傾向を示している。
しかしながら，このような目的の多様性にもかかわらず，そこにはおのず
と，基本となる目的が存在するはずである。そうであるとすれば，会計理論
はかかる基本となる目的のもとに構築され，そのような目的にもとづく会計
上の判断に対して指針を提供するのが，会計理論が果すべき先ず最初に必要
な役割であることになる。会計理論にこのような役割を遂行させるには，会
計理論形成上必要な第 1の作業が，そのような会計の基本的目的を識別する
(1) Morton Backer, Accounting Theory, Objectives and Measurments, 
Jounrnal of Accountancy, Oct.1963, pp. 50-63 
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ことであることは明白である。本稿の究極的な目的はこの点にある。
しかし，それに先立って，かかる目的の会計理論上の地位並びに理論形成
上果す役割，および目的によって接近方法を異にする経済事象が有する属性
を圏識しておかなければならない。
したがって，本稿では，これらの問題を検討した後，会計の基本的目的の
識別に移ることにする。
I 会計理論構造における会計目的の役割と地位
会計理論を形成するに際して，まず第 1になすぺき作業は目的の決定であ
(2) 
るといわれる。では，何故，目的の決定が最優先作業であるのか。それは，
会計は組織体の経済事象を測定し，伝達するけれども，当該経済事象の解釈
は一様でなく，それがどのような目的のために描写されるのかによって，解
釈の仕方が様々に変化するためであり，そして更に，会計理論の役割は，そ
のような解釈に指針を与えることにあるためである。別言すれば，会計理論
によって扱われる諸概念と，当該概念の指示する経験界の諸硯象との間にあ
る関係は，青柳教授が言われるように，直接的ではなく間接的であって，両
(3) 
者の間には，かかる概念に対するわれわれの思考ないし観念が介在し，かか
る観念は一様ではなく多様であり，対象のいかなる側面を扱うかは，かかる
概念の定義如何によって決まり，かかる定義は目的如何によって決まるから
である。このような概念に対するわれわれの観念の多様性は，資産や利益等
の概念を想起すれば明らかであろう。
(2) Eldon S. Hendriksen, Accou”伽 gTheory (Irwin Inc., 1965), p. 81 
William J. Vatter, Postulates and Principles, Journal of Acco叩伽g
Research, Autumn 1963, pp.182-183. 
William B. Barrett, A Functional Approach to Accounting, Accounti咽
Rewiew, Jan. 1968, p.112. 
(3) 青柳文司著「会計学の原理」 （中央経済社昭和43年） 18頁
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(4) 
ヘンドリクセンはこの事情を次のようにいう。 「会計理論とは，会計に関
する脈絡ある一連の論理系であり，その最大の目標は硯行の会計実務を評価
し，健全な会計実務を展開するための一般的な開連付けの枠 (generalof 
reference) を提供することであるが，その際，会計実務によって提示され
る会計資料に含まれている諸概念は人によって解釈を異にするために，同一
の概念から種々の理論が展開される余地が生ずる。会計理論の妥当性は，そ
の理論が会計目的の達成に最善の手続の展開を支持するのに，いかに十分で
あるかによって決まる。故に，会計理論の展開の第 1歩は会計目的を明確に
表明することである」と。
以上の論述から明らかなのは，会計と会計理論との関係である。すなわち，
会計理論の対象は会計であり，会計理論の役割は会計に対して判断の指針を
提供することである。しかし，会計目的の識別にとって重要なのは，上のヘ
ンドリクセンの論述における会計と会計の対象との関係の示唆である。上述
のような概念に対するわれわれの思考の多様性も，この関係から生ずる。会
計の対象は組織体の経済硯象である。したがって，会計上の諸概念が指示す
るのは，この組織体の経済現象である。逆に言えば，概念は硯象を観察し，
(5) 
その現象の共通の属性の抽象化によって形成される。ここに概念についての
思考の多様性の可能性が港んでいる。というのは，経済現象の観察に際し
て，観察者が相遮すれば，同一の概念が解釈されるとは限らないからであ
る。逆に言えば，同一の概念に対しても，人によって，その概念から受取る
経験的現象が異なるからである。では，このような経験的現象に関する解釈
の多様性と，概念に対する思考の多様性をもたらす原因はなにか。それは経
(4) Hendriksen, op. cit, pp.1-2. 
(5) 抽象のハシゴについては， S.I．ハヤカワ著大久保忠利訳本「思考と行動におけ
る言語」第二版（岩波書店1965年） 199頁参照のこと。
会計における概念形成については，イリノイ大学スタディ・グループの公準論
を参照 (AStudy Group at the University of Ilinois, A Statement of 
Basic Accounting Postulates and Principles (the Board of Trustees of the 
University of Illinois, 1964, p.12) 
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験的硯象がもつ属性の多様性と，かかる経験的硯象を解釈し，また概念につ
いて思考する人間の目的観の多様性とにある。かくして，経験的現象たる組
織休の経済事象がいかなる属性をもつのか，また，かかる経済事象を把握す
る人間の目的観とはどのようなものか，その目的観を意識させる要因は何か
等を検討せねばならないが，それは後に立ち入って検討する。
ところで，属性の多様性と目的観の多様性に直面して，会計にとって重要
なのは，概念をいかに目的に即して思考し，また，いかに目的に適した属性
の選択を行なうかという問題である。ところが，目的に即した概念の思考
ゃ，目的に適した属性の選択に指針を提供するのは会計理論である。そうで
あるなら，かかる理論は目的に関する命題のもとに展開されておらなければ
ならない。このことは会計理論の展開にとって，会計目的を識別しておく必
要があることを意味しているが，このことと並んで，ここで指摘しておきた
いのは，これまでの論述における会計理論ー会計一組織休の経済事象の開係
の示唆である。この関係が意味しているものは，会計理論の直接的な対象は
(6) 
組織体の経済事象ではないという点である。すなわち，会計理論の直接的な
対象は組織休の経済事象を把握する会計という行為であって，かかる事象を
直接の対象とするのは会計である。このことは，組織体の経済事象の説明も
しくは予測をなすのは会計であって，会計理論ではないということを意味し
ている。カムも，このことを「会計理論を特定の組織体の経済事象およぴ経
済対象に適用することによって，“説明”もしくは“予測”と解釈されうる
結果を提供するけれども，会計理論それ自体は経済事象および経済対象につ
(7) 
いて，なんらの説明も予測も提供しない。」とのべている。
組織体の経済事象が会計理論の直接的な対象ではないとしたら，会計理論
の妥当性は，かかる事象に照して検証されないことになる。では，会計理論
(6) この関係の詳細については青柳教授の論文を参照のこと（青柳文司稿「会計学
への道」企業会計第23巻第1号 (1971年1月号） 44頁以下）。
(7) Vernon Kam, Judgement and the Scientific Trend in Accounting, 
Journal of Accountancy, Feb. 1973, p. 56. 
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の妥当性を検証するのは何か。それは上述の関係から言えば，会計というこ
とになる。ところが，会計とは目的意識に導かれた行為であるために，会計
理論の妥当性は，会計という行為が意図する目的に照して検証されることに
(8) 
なる。このことは，既に述べたように，会計理論形成のためには，会計とい
う行為が意図する目的が先ず明確にされなければならないことを意味してい
る。
ところで，かかる目的は，会計理論構造上，いかなる地位を占めるのだろ
うか。ヘンドリクセンが「あらゆる研究分野の出発点はその限界を明示し，
その目的を決定することである。会計の分野では，目的は理論構造上，公準
の一部とも考えられうるし，また公準より上位もしくはそれと同一水準の命
題とも考えられうる。しかし，どのような公準が会計に関連しているかを決
定するためには，また公準に基礎を置く原則や手続が会計制度の要件を満た
しているか否かを評価するためには，目的に関する同意が必要であるという
ことに異論はない。すなわち，原則や規則は公準から論理的に抽出され，会
計の基本的な目的に適しているかどうかのテストに合格しなければならな
(9) 
い」とのべ，また「目的の形成が最も重要なのは，目的が異なれば，全く異
(10) 
なった理論構造を必要とし，異なった原則をもたらすだろうから。」 とも述
べているように，目的に関連する命題は会計理論の性質を決定すると同時
に，かかる理論を構成する他の諸命題の妥当性を判断する規準として，会計
理論構造上，最優先的に重視される命題である。
この場合問題となるのは，会計目的と会計公準の性質に関する問題であ
る。上記の引用文では，ヘンドリクセンは目的は公準の一部とも考えられる
が，またそれは公準選択の基準とも考えられるとしている。また，他の箇所
(8) カムは他の文献で，会計理論は目的に対する妥当性によって検証されるべきで
あるとして，会計理論形成における妥当性の規準を詳細に論述している (Vernon
Tam Siu Kam, The Formulation and Testing of Accounting Models, an 
unpublished Ph.D. Thesis, University of California, 1968, pp. 202一切8)。
(9) Hendriksen, op. cit., p. 81. 
(10) Ibid., p. 3. 
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では， 「目的の表明は，一部，公準に依存し，公準は目的に依存する。両者
が相互依存的であることが認識されておれば，公準の前に目的を配置するこ
(ll) 
とが必須であるわけではないことが判るだろう。」と述べている。 このよう
に，ヘンドリクセンにあっては，目的と公準の区別はあまり重視されていな
い。これに対して，バッターは公準は目的ではなく，会計上の諾問題を明ら
(12) 
かにするに先立って，まず第 1に設定されねばならないと述べている。
新井教授も指摘されるように，「公準」 (postulate)の語義に「要請」の意
(13) 
味がある。更に，公準も目的も会計理論の展開に際して，基礎的命題として
機能する。しかしながら，目的が公準と異なるのは，ラムバート三世が言う
ように，目的は会計理論形成に方向付けを与えるという点である。公準はこ
(14) 
のように方向付けられた理論構成における第 1次命題として機能する。更
に，目的と公準とは，会計との関係において相遮がある。会計とは，前述し
たように，組織体の経済事象を描写することである。描写に際しては，描写
の意図すなわち目的が意識されており，描写は目的によって統制される。言
い換えれば，目的は描写に先行して決定され，行動の到達点を示す目標命題
である。それは描写を必要ならしめる要請によって決定される。他方，目的
によって，描写の指向する方向が定められても，経済事象という現実の諸状
況を描写するに際して，いかなる立場から，いかなる範囲まで，いかなる尺
度によって，かかる状況を描写しようとするのかが前提されておらなければ
ならない。かかる前提が公準である。それは経済事象の描写に支持を与え，
(15) 
限界を明らかにする会計上の不可欠な前提要件であり，その設定は経済事象
(11) Ibid., p. 83. 
(12) Vatter, op cit., p.183 
(13) 新井清光著「会計公準論」（中央経済社昭和44年） 56頁。
(14) Samuel Joseph Lambert][，Basic Assumptions in Accounting Theory 
Construction, Journal of Accountancy, Feb. 1974, p. 48 
(15) サルモンソンは公準の役割を次のように要約している。
1) 更に有用な命題をそこから引出すに際して，基礎を形成する。
12) 研究領域の出発点を果てしなく探究するのを防ぐ。
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の描写という会計的経験現象の帰納的観察にもとづくものである。このこ
とが，公準は達成されるべき行動目標ではなく，事実として存在する現象に
関する記述された命題であることを意味している。ここに，公準と目的の質
的相遮がある。すなわち，公準は事実命題であり，目的は価値命題である。
前者は事実に関する認識判断の基礎を提供し，後者は価値判断の基礎を提供
(16) 
する。そして，この場合重要なのは，目的が認識を規定する関係にある点で
ある。したがって会計公準は，それを基礎として展開される理論が，いかに
会計目的の達成を可能ならしめるかによって，その有用性が検証されること
になる。かくして，ここに目的と公準の相遮が弔らかになった。目的は会計
に対する要請によって形成され，会計的認識を規定すると同時に，会計理論
に方向付けを与える。公準は会計の認識状況から帰納によって求められ，会
計的認識の範囲と限界を明らかにし，会計理論展開の基礎を提供する。
さて，以上の論述から，会計目的は会計理論形成に際して，先ず第 1に決
定され，会計理論構造上，最優先的に重視されるべき命題であることが明ら
かになると同時に，会計における組織体の経済事象の認識を規定する命題で
あることが明らかになった。では，会計目的によって，その認識が規定され
る組織体の経済事象とは，どのような要因から構成されている事象であるの
か，その分析が必要になる。次に，この問題を検討しよう。
皿会計の認識対象
マクドナルドは「会計の対象は稀少資源であり，この点で会計は経済学と
(3) 論理の循環を防ぐ。
(4) 研究領域の主題を明らかにするのを助ける。
(R. F. Salmonson, Basic Financial Accounting Theory (Wadsworth Pub. 
, 1969), p. 47) 
(16) 会計上の価値判断と認識判断については，青柳文司 著前掲書105-111頁を参
照されたい。
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(17) 
共通の基盤をもっている」と述べている。会計学の経済学への接近を意識す
るとき，常に強調されるのが，このような資源であり，富である。では，そ
のような資源はどのような要素から構成されているのか。ロバートソンは
「経済学の研究者としては，はじめから，大多数の実務取引を包む貨幣のヴ
ェールをつきぬけて，実質的な財貨やサービスのかたちで何が起っているか
を見ようとする必要がある。いな，できるかぎりではさらに徹底して，実質
的な犠牲や満足のかたちで何が起っているかを見ようとしなければならな
い。しかしそれをすましたならばもとにかえって，実際にはわれわれが貨幣
の機構を用いるということ，しかもそれの統制には甚だ不充分にしか習熟し
ていないということの二つの事実が，相侯って，実質的な経済的厚生の生産
(18) 
と分配とに貨幣がどのような影響を及ぽすかをしらべなければならない。」
と述べている。ここでも指摘されているとおり，経済学的考察では，実質的
な財貨・用役がその中心に置かれる。だがそれにもかかわらず，貨幣的側面
の考察がもう一方の重要な問題であることを指摘している。むしろより積極
的に，貨幣が経済の実体に能動的な影響を及ぽしているということの指摘を
意図しようとしていることの気配さえ伺われる。
もとより，本稿は経済事象を経済学の次元で考察することを試みることを
意図してはいない。会計が経済学と共通の基盤を有するとしても，そこには
接近方法の相遮がある。この相遮をエドワーズーベルは， 次のように，筒楔
(19) 
に指摘している。 「会計が過去の諸事象を測定しようとする場合，資源配分
の問題とインフレーションの問題は，言うまでもなく所与の事象である。会
計担当者は，何がそういう事象を引きおこしたのかということには関与せ
ず，むしろ，そういう事象を会計記録の中にいかに組み入れるかに関心をも
(17) Daniel L. McDonald, Comparative Accounting Theory (Addison Wesley 
Pub, 1972), p. 37. 
(18) D.H.ロバートン著安井琢磨・熊谷尚夫共訳「貨幣」（岩波書店1956年） 3頁
(19) Edgar 0. Edwards and Philip W. Bell, The Theory and Measurement of 
Business Income (University of California Press, 1961), p.16.伏見多美雄
•藤森三男訳編「意思決定と利潤計算」（日本生産性本部昭和39年） 14頁。
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つのである」と。ここに，経済事象に対する経済学との接近方法の相遮が鮮
明に硯われている。しかし，そのことの意義もさることながら，本章にとっ
て，より一層重要なのは，経済事象は財貨・用役の実質的側面と貨幣的側面
を有していることの認識したがって会計の対象とする特定の組織体の経楕
(20) 
事象も，この二側面を有していることの認識である。このいずれを強調する
かは，設定される会計目的，更には会計公準によって決まる問題であり，会
計目的，会計公準が識別された後に明らかにされるであろう。
さて，これら二側面を有する経済事象を対象とするに際して，経済財ない
し経済行為の特質を明らかにしておかなければならない。この点に関して，
井尻教授は「経済財とは，われわれに効益 (benefit)をもたらし，かつそれ
を得るためにわれわれはなにものかを犠牲 (sacrifice)にしなければならな
いものである。」として経済財の特質を明らかにされた後，この特質は，も
ともと，財固有の特質ではなく，人間の行動に帰因する特質であるとして
「行動が財の獲得・消費を目的としている場合には，行動から生ずる犠牲と
効益とを財自体に帰属させて考えることができる。すなわち行動から生ずる
犠牲と効益の評価ということが，その対象となっている財の評価ということ
におきかえられるのである。このように行動の主体を中心とした艤論からそ
の客体を中心とした議論におきかえられることは，財のほうが苦痛や快楽よ
りもはるかに認識しやすいので，非常に便利なことが多い。にもかかわらず
価値の概念の根本になるものは個人的な苦痛と快楽であって，それを離れて
財自体の固有の価値というものは考えられないのだということを，ここで十
(21) 
分理解しておく必要がある。」と論述されている。
ここに，われわれが扱う経済財は犠牲と効益という二面を有しているが，
(20) かかる指摘は植野郁太著「財務諸表論研究」（中央経済社昭和50年） 39, 72-
73, 133-137頁を参照されたい。同書で，植野教授は貨幣的側面を強調されて，
それが会計では，どのような意義を有しているかを明解に展開されている。
(21) 井尻雄士著「会計測定の基磯ー数学的・経済学的・行動学的探究ー」 （東洋経
済新報社昭和43年） 44,50頁。
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かかる側面は人が当該財に払う犠牲すなわち苦痛と，当該財から享受する利
益すなわち快楽とに帰因する特性であることが明らかになった。このことは
会計は経済価値計算であるという場合，そこにいう価値とは犠牲と効益とい
う二面を有していることを意味しているが，会計が認識対象としている経済
事象が，いかなる要因から構成され，いかなる側面を有しているかの考察を
目的とする本章にとって，そのことと並んで，むしろそれより以上に重要な
のは，かかる価値が財固有の価値ではなく，人が当該財に対して抱く価値で
あるという点である。この意味するところは，ある財に対して人が抱く価値
は，ハムパーガーが言うように，その人が所在する場所・時のみならず，そ
(22) 
の人の判断・希望・選好にも依存するということである。財に対して抱く価
値を異にする人間が，対等の立場で交渉した結果を示す原価の意義はこの点
にある。それは当事者にとって，硯実に受けた経験を示す事実であるが，そ
の事実は，価値に関する種々の主観的要素が凝集された，相互の合意にもと
づく具体的成果を意味している点で，かかる事実としての数値には深い歴史
(23) 
性が附与されている。
それはさておき，価値のかかる特性は価値について様々の局面を生ぜしめ
る。エドワーズ＝ベルは価値について，次の 3つの局面が大切であるとして，
「(1)評価されるものの形態（ないし場所），（2）評価に用いられる価格が属する
時点，（3）その価格が得られる市場」を挙げ，これらの局面は更に，（1）につい
ては，硯在の状態にするまでに使われたインプットの形態，硯在の形態，及
び最終的なアウトプットの形態に，（2）については，過去，硯在もしくは将来
の価格に，（3）については，購入市場から得られる価格と，販売市場から得ら
れる価格に細分され，したがってこれらの組合せから18種類の価値概念が考
(22) Richard H. Homburger, Measurement in Accounting, Accounting Review, 
Jan. 1961, p. 65. 
(23) 原価のこのような特性については． A. C. Littleton and V. K. Zimmerman, 
Accou”伽 gTheory : Continuity a叫 Change(Prentice-Hall, 1962), pp. 
5-6を参照されたい。
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えられるが，そのなかから次の 6つの概念を選択するとしている。
販売価値 (Exitvalue) : 
1. 期待売価 (Expectedvalue)ー企業の計画どおりにアウトプットが販
売されるとすれば，将来受け取るものと期待される価値
2. カレント売価 (Curentvalue)ー販売される財貨ないし用役の対価と
して，当期中に実現された価値
3. 機会原価 (Opportunitycosts)ーもしも資産（製品，仕掛品，原材料
のいずれか）を，企業外部に（それ以上加工せずに），即時に得られる最高
の価格で売却したとすれば，現在実現するはずの価値
購入価値 (Entryvalue) : 
1. 現在原価 (Presentcost)一その資産を現在のままの形で取得するた
めの原価
2. カレント原価 (Currentcost)ーその資産を現在の形にまで生産する
のに使用したインプットを現在取得するための原価
3. 歴史的原価 (Historicalcost)ーその資産を現在の形にまで生産する
のに，企業が実際に使用したインプットの取得当時の原価
以上の概念について，それらのなかから販売価値基準をとるか，購入価値
基準をとるかの選択は，操業利益 (operatingprofit) の隠識を資産の販売
(24) 
の時点まで差し控えるか，それ以前に行なうかの相遮によると説明している。
ここで注意を要するのは，操業利益の概念である。彼等は会計資料が必要
とされるのは，過去の経営意思決定の評価，すなわち業績評価のためであ
り，このためには「会計資料は経済の変動を，それが生ずるままに報告する
ように仕組まれたものでなければならない。」との聡識のもとに， 企業の利
益獲得活動を操業活動，すなわち「生産諸要素を結合させたり，移動させた
りして，要素価値をこえる販売価値の生産物にすることによって利益を生み
出す活動」と，保有活動すなわち「資産や負債を，その資産の価格が上昇，
あるいは負債の価格が下落する間保有することによって利益を生む活動」と
(24) Edwards and Bel, op. cit., pp74-80伏見•藤森訳本60-65頁。
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に二分している。操業利益は前者の活動による利益である。それに対して，
後者の活動による利益は「資本利得」 (capitalgain)と呼ばれる。そして両
活動を区別するのは，企業が利益を獲得しようとする動機，並びに利益獲得
の方法を左右する事象が，これら両活動によって異なるために，意思決定の
適切な評価のためには，これら両活動による利益を注意深く分離する必要が
(25) 
あるからであると説明している。
以上のエドワーズ＝ベルの説明は，会計が対象とする特定の組織体の経済
財の有する価値の多面性と，かかる価値に変化を生ぜしめる事象としての操
業活動と保有活動，言い換えれば「生産」の要素と「時間」の要素との区別
(26) 
の必要性を指摘している。
(25) Ibid., pp. 3-6, 36, 73.前掲訳書3-4,28-29, 59頁。
(26) Ibid., pp. 72-73.前掲釈書59頁。
尚，断っておかねばならないのは，ここで取り上げたエドワーズ＝ペルの説明
は，彼等の論理の予備的段階であって核心ではないということである。彼等の論
理の核心は，価値の原点はその主観性にあるということの指摘（この点は前記の
井尻教授の指摘に通ずる）と，それにもかかわらず，選択した行動コースの客観
的な評価のためには，価値は市場のテストを受けなければならないということの
指摘（原文 pp.35-52,訳文26-41頁）， 並びに価値に閲するかかる認識に基礎
を置いた機会原価にもとづく実現可能利益の展開とカレント原価にもとづく経営
利益の展開，とりわけ期首の企業資産の機会原価に対する利子を基準とした事業
存廃の指標としての，したがって企業資産廃棄時点（実現可能利益が機会原価に
対する利子以下に低下し，将来も利子以上になることが期待されない時点）の指
標としての実現可能利益と，期首の企業資産のカレント原価に対する利子を基準
とした現存の生産過程を継続するかどうかの指標としての，したがって企業資産
の現存の利用方法を継続するかどうかの指標としての当期操業利益（販売された
財貨のカレント売価が，その財に係わるインプットのカレント原価を超過する
額）の展開にあり（原文 pp.80-101，訳文65-83頁），彼等の所説が意思決定の
ための利潤計算といわれる所以も，この点にある。
このような彼等の論理の核心を離れて，予備的部分を取り上げたのは，会計の
対象の構成要素の認識を目的とする本章にとっては，彼等のこの部分が非常に有
用であること，並びに価値概念の選択ひいては利益概念の選択は会計目的決定後
の問題であるため，会計目的の識別を狙いとする本稿にとっては，彼等の論理の
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会計が対象とする経済事象の価値的側面に影蓉を及ぽす要因として，以上
のほかに物価水準の変動，すなわち貨幣単位の一般的購買力の変動がある。
かかる変動は企業の購買力の増減の把握に対して問題を提示すると同時に，
管理効率の測定にも問題を提示し，またかかる変動によって影署を受けた経
済事象を表現するに際して，財務分析上，会計数値の同質性に対しても問題
(27) 
を提示する。したがって，かかる変動を会計対象に生じる事象として識別し
ておかねばならないが，かかる変動は個々の企業にとっては，自己の操業活
動に直接関連する問題ではなく，むしろ個々の企業にとっては統制不能な企
業外の経済現境によって生ぜしめられる要因である。にもかかわらず，かか
る変動を会計の対象とする経済事象に影善を及ぽす要因として識別しておか
ねばならないのは，かかる変動が変動経済のもとでの時間の函数であり，
「時間」は既に見たように企業の保有活動に影審を及ぼすからである。
以上は経済価値計算としての会計が，特定の企業の経済事象を対象にする
場合の価格面の背後にある価値問題に焦点を当ててきた。経済価値計算のも
う一方の側面として， 物量面がある。 エドワーズ＝ベルは「硯存の会計諸原
則をわれわれ自身で検討したところによれば，特定の年度について物量的な
資料であらわされる事象は適切に記録されているようである。会計資料の根
(28) 
本的な欠陥は，価格面の資料の取り扱いに基因する。」として， 前述のよう
な価値に関する理論展開をはかっている。
確かに，会計の計算要素としての物量の把握は，価格の把握に比して問題
は少ない。それは，根源的に，価格は前述のような価値の表現形態であり，
価値は人により異なるに対して，物量は基本的に客観的事実として存在し，
人による差異が存在しないことに根差していると思われる。とはいえ，固定
設備の使用による物理的鹿滅量の測定等，その正確性に関して問題になる領
核心であるこれらの概念の選択問題にいきなり触れるわけにはいかないことによ
る。
(27) Ibid., pp. 122-124．前掲訳書102-103頁参照，植野郁太著前掲書94-95頁参照
(28) Ibid., p. 11．前掲訳書 9頁。
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域がないわけではなく，したがってそのような問題の解決に努めなければな
らない。勿論，他方では，かかる正確性を期することに伴なって発生する経
済性の問題も勘案せねばならない。それでもなお，そのような測定の正確性
の増大によって，経済事象の描写の精度を高めることに貢献するなら，か
っ，かかる貢献がそれに伴って負担するコストを補って余りあるなら，その
ような正確性の追求は推進されるべきであるといえる。ここでは，この問題
の立ち入った検討はさておき，会計の対象とする経済事象における物量的側
面の存在を指摘するに止める。
なお，上記の議論で注意を要するのは，会計対象としての経済事象におけ
る物量的側面の存在と，経済事象測定の尺度としての物量との区別である。
近年，しばしば，会計の物量的側面を強調して，価値会計か物量会計かの議
論がなされ，かかる議論を通して，物量会計があたかも価値会計に代替しう
るか，更には貨幣尺度による価値会計が否定されて，物量会計の優位が強調
されすらするような議論が展開されることがある。しかし，ある行動が特定
の組織休に及ぽす経済価値的影響を表現するのが会計であり，かかる価値の
統一的尺度が貨幣であることを考えると，価値会計の枠内において，既述の
ように，目的・公準によって，物的財そのものの実質的側面を強調する展開
がなされることがあったとしても，物量会計が価値会計に取って代わること
はない。要するに，会計対象としての物量的側面を精緻化することと，会計
対象の表現手段として物量を用いることとは別個の問題であり，会計対象と
しての物量的側面の精緻化によって，会計計算が強化されることはあって
も，物量が価値に代位することはないであろうということである。それは，
会計の対象とする経済行為の根底にあるのは，価値であるからである。
以上，会計の対象たる特定の組織休の経済事象に関係する諸要因を識別し
てきた。かかる識別をなしてきたのは，会計理論が経済事象の描写を行なう
会計行為に判断上の指針を与えるには，当該理論は経済事象に関する事実慰
識にもとづいて展開されなければならないからである。ところで，経済事象
を表現するに際して，これらの要因のなかから，いずれの要因が選択される
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べきであろうか。この問に答えるに際して，基本的に指針となるのは，とり
もなおさず，かかる表現によって意図されている目的ないし用途である。な
ぜならば，目的によっては，経済財の貨幣的側面が強調されるかもしれない
し，あるいはさもなければ，実質的側面が強調されるかもしれない。また，
目的によっては，選択される価値概念は未来的であるかもしれないし，硯在
的であるかもしれないし，過去的であるかもしれないからである。
だが，会計目的に対するこのような接近法は，メイが挙げたような種々の
(29) 
目的を識別することを要求する。しかし，本稿の意図するのは，そのような
接近法ではなくて，会計を必要ならしめる最も基本的な目的は何か，という
点にある。以下，この問題を検討しよう。
W 会計目的
イリノイ大学スタディ・グ）レープは「会計の基本的な目的を識別するに
(30) 
は，会計が経済社会で果す役割を認識する必要がある。」として次のように
述べている。
複雑な経済社会では，社会の稀少財，すなわち資本は大量に一括購入さ
れ，私企業にも公企業にも，その経営者に委託される。委託された経営者は
資源を効果的に利用し，かつそれを無駄と不能率から防ぐ受託責任を引受け
ている。企業の種々の利害関係者が行なう最も重要な意思決定は，その企業
の経営者が稀少財をいかに効果的に利用したかに，直接，関連している。企
業の種々の利害関係者の意思決定上の要求に役立つために，会計は管理の成
功度の評価の基礎を提供するように，その注意を企業資源の利用に関する資
料に向けねばならない。管理効果性は受託責任についての最も高度な表現で
(29) G. 0. May, Financial Accounting-a Distillation of Experience-(Macm 
ilan, 1943), p. 3．木村重義訳本「財務会計ー経験の蒸溜ー」（同文館昭和45年）
5-6頁。
(30) A Study Group at the University of Illinois, op. cit., p. 2. 
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ある一単に，保全や維持のためではなく，効果的利用のための会計ーという
ことに注目すべきである。かくして，会計は経営者の支配下にある経済財の
利用の管理効果性に注意を向けるに当って，受託責任の重要性をあらためて
(31) 
明らかにする。
このイリノィ大学報告書には，委託された資源の効果的利用という受託責
任の積極的な意味が強調されており，したがって，かかる効果性の指標を提
示するに際して，業績評価の手段としての会計が示唆されているが，要する
に，ここでは「他人の所有に属する資源を手許に有する人は誰でも，受託責
任を課せられており，…（中略）・・・受託者は誰でも，資源を委託した人もしくは
(32) 
組織に対して会計責任を有している」ということが示されている。片野教授も
「企業の会計であると非企業の会計あるとを問わず，特定の会計主体の管轄
に所属する財産を対象として会計がになっている最も基本的な職能は，財産
の保全および運用に対する会計主体の会計責任（アカウンタビリティ）の設定
(33) 
からその解除にいたる過程を明らかにすることである」と述べられている。
以上の引用から，会計責任は特定の企業形態に限定される概念ではなく，
およそ資源の委託・受託関係が存在するところではどこでも，更に言えば責
(34) 
任と権限の委譲がなされるところではどこでも必要とされる概念であり，そ
(3月）
れは人間社会に底流する概念であるとさえいいうるか，われわれの株式会社
を中心とする経済社会にあてはめて，ベービスは「重要な仕事を継続して行
なうのに，人々に責任と権限を割り当てることが必要となった場合，常にこ
れらの責任がいかに果たされ，権限がいかに行使されたかに関する定期的報
(31) Ibid., pp2-3. 
(32) Peter Bird, Accountability : Standards in Financial Reporting (Haymar 
ket Pub., 1973), pp. 1-2. 
(33) 片野一郎著「貨幣価値変動会計（第二版）」（同文館昭和49年） 817頁。
(34) 岩田巌稿「アカウント，アカウンクビリティ，アカウンティング・コントロー
ル」産業経理第13巻第 1号（昭和28年1月号） 13-14頁参照。
(35) 久野光朗稿「アカウンタビリティ概念の再検討」企業会計第23巻第13号 (1971
年11月号） 21頁参照。
100 (288) 会計目的の識別（松尾）
告が必要となる。通常，社会は株式会社の取締役会と経営者に諸資源を有利
に使用する責任を付与し，この責任に見合う権限として資本を自由に用いる
ことを許した。その結果，当然，社会は会計報告を受け取るべきものと考
(36) 
え，また硯実に受け取っている」と述べている。
かくして，資源の委託・受託，更には責任の下部委譲を旨とする社会にあ
(37) 
っては，会計の基本的目的は会計責任の遂行であることが明らかになった。
ところで，この定義について，スプレーグは，包括的に， 「会計責任とは
(38) 
委託された価値を会計的に説明することの必要性である」とし， 岩田教授
は，内部統制の観点から， 「職制上，企業内部において，財産の受払保管に
関する権限が一定の部署や担当者に委譲され，その責任（リスボンシビリテ
ィ）の範囲が限定されている場合，この業務を担当する者は，財産の受入か
ら払出すまでの間において委託された財産が如何に管理保全されているかの
順末を，要求されれば，説明する責任を負うものである。この種の責任が，
(39) 
ここにいうところのアカウンタビリティということでてる」と説明されてい
(40) 
るが，コーラーは accountabilityの概念を次のように整理している。
1. 従業員，代理人，その他の人が委譲された権限に従って行なった行
為，またはその不履行を，数多く定期的に，満足できる報告書を提出する義
(36) ヘルマン •W ・ベービス著熊野実夫訳本「現代株式会社会計」（同文館昭和43
年） 7頁。
(37) この点，サイヤート＝井尻にも同様の指摘がみられる (RichardM. Cyert and 
Yuji Ijiri, A Framework for Developing the Objectives of Financial 
Statement, in Objectives of Financial Statements, vol. 2, selected papers, 
AICPA, May 1974, compiled and edited by Joe J. Cramer, Jr. and 
George H. Sorter, pp. 30-31)。
(38) Charles E. Sprague, Embezzlement and Accountability, Journal of 
Accountancy, June 1909, p. 88. 
(39) 岩田巌稿前掲稿14頁。
(40) Eric L. Kohler, A Dictio加 ryfor Accountants, fourth ed. (Prentice-
Hall. 1970), p. 6. 染谷恭次郎訳本「コーラー会計学辞典」（丸善昭和48年） 6 
頁。
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務 (obligation)
2. それゆえ（官庁会計の場合），歳出担当官の義務 (a :disbursing 
officers liability)を伴なう勘定もしくは金額の名称
3. 貨幣，財産単位，その他予め定められた基準で表わされた他人に対す
る責任 (responsibility) もしくは義務 (liability)の尺度
4. 会社の経営者，受託者，官吏，その他組織の財務方針，または資金の
預入れ•投資または処分を管理する人に対して，法律，契約または規則によ
って課せられた優れた管理，統制，その他の業績を立証する義務 (obliga-
tion)。良好な人間関係を維持し，一般大衆の信頼を得るために，責任ある
立場にいる多くの人々は，自発的に，彼の業務に関する行動を，他の関係者
及び一般大衆に説明しており，この実務は，しばしば，慣習となっている。
以上，コーラーの定義を紹介した。そこでは公企業であろうと私企業であ
ろうと，また組織の外部に対してであろうと内部においてであろうと，責任
ある人がその責任履行に関して負うべき報告・説明に関する義務，というよ
うに非常に広く定義されているが，これを財務会計の分野にあてはめると，
経営者が受託した資源につき，委託者に対して，その受託責任の遂行の度合
を財務的特性をもって報告・説明する責任ということがいえよう。
さて，この会計責任の理念は， リトルトン＝ヂンマーマンが指摘している
ように，非常に古くから継承されてきている。彼等は，その書において，弓I
受けた責任はその責任の解除に関する報告の義務を伴なうとして，この理念
の初期形態として， 16世紀のイギリスにおける荘園領土で実践された受託会
(41) 
計責任 (stewardshipaccountability)の概念をあげている。彼等はaccoun
tabilityの背後にある stewardshipの典型的な原初形態として， イギリス
の荘園領土における会計をあげたのであろう。しかし，会計責任の理念その
ものは，それよりも更に古く，ギルマンによって「責任の設定と解除の記
録」と題して，古代ローマにおける奴隷制度のもとでの奴隷の主人に対する
財産の保全管理責任と，それに伴なう会計報告責任が説明されていることは
(41) Littleton and Zimmerman, op. cit., p. 254. 
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(42) 
周知の如くである。
いずれにしても，これらから言いうることは，会計が行なわれるところに
は常にアカウンタビリティの理念が流れており，この理念は会計を必要なら
しめる不可欠の要因として，今日まで受け継がれてきており，将来もまた受
け継がれていくだろう，という点である。勿論， リトントン＝チンマーマン
更にはバーンベルグ＝ドバッチも指摘しているように，アカウンタビリティ
の意味内容は，初期における所有主に対する財産保全責任から，近年にお
ける社会に対する資源の効果的利用責任への変化というように，その時の経
済的要請の変化によるスチュワードシップの意味の変化によって変わるだ
(43) 
ろう。先に引用したイリノィ大学報告書が「単に，保全や維持のためでな
く，効果的利用のための会計」との断り書きを付して，受託責任における管
理効果性を強調しているのも，このことの現われであると考えられる。すな
わち，そこで意図しているのは，以前は受託責任は資源の保全や維持で十分
であったのが，硯在では，それだけに止まらず，資源の効果的利用の意味で
の受託責任がより一層重視され，したがってそのような資源利用の効果性の
(42) Stephen Gilman, Accounting Concepts of Pro,ガt(the Ronald Press, 
1939), pp. 40-41,久野光朗訳本「ギルマン会計学（上巻）」（同文館咀和40年）
52-53頁。
ギルマンがこの箇所で意図しているのは，奴隷による主人に対する責任の設定
と解除の記録が，主人たる資本主から独立した別個のエンティティを前提として
認識せずには理解できないということを明らかにすることによって，奴隷による
この記録を，複式簿記の起源を古代ローマ時代に求める根拠とすることにあるの
であろう。
しかし，この記録にはアカウンタビリティの理念が内在していることもまた明
白である。
(43) Littleton and Zimmerman, op. cit., p. 254. 
Jacob G. Birnberg and Nicholas Dopuch, A Conceptual Approach to the 
Framework for Disclosure, Journal of Accountancy, Feb. 1953, p. 56. 
社会への責任を主張する典型はペッドフォードの所説にみられる (NortonM. 
Bedford, Corporate Accountability, Management Accounting, Nov. 1973, 
pp.41-42)。
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指標を提示するのが，会計に課せられた役割である会計責任の遂行というこ
との現代的意味であるということであろう。この管理効果性の指標の提示の
意味での会計責任の遂行については，サイヤート＝井尻も会計責任の遂行と
いう目的には，業績尺度を提示することの必要性という意味も含まれている
(44) 
として同様に認めている。このように会計責任の意味内容に変化はあって
(45) 
も，この理念が，絶えず，会計の基本に流れていることに相造はない。
このようにアカウンクビリティを強調すれば，この観点から従来の伝統的
(46) 
な会計を再検討することも可能だろう。マイヤーの所説がその一例である。
彼は従来の貸借対照表と損益計算書に替えて，株主に対するアカウンクビリ
ティを明らかにする経済状態とその変動に関する報告書の作成を試み，それ
らの報告書で，それぞれ株主に対する正味のアカウンクビリティと株主に対
するアカウンクピリティの増減を求めている。彼は減価償却計算における恣
意的要因の排除を問題の出発点として展開しているのではあるけれども，株
主に対するアカウンクビリティの表示と並んで彼自身優れた長所として指摘
している，営業活動，資本的資産処分・購買活動，財務活動という活動種類別表
(47) 
示には，営業活動部門への直接原価計算方式の導入，更には製品種類別営業利
益表示の導入等の可能性が示唆されている。このことは，業績評価尺度の提
示の意味での会計責任の遂行を考えるとき，彼の所説には，恣意性排除のた
めとはいえ，減価償却費を財務諸表の本文から外して脚注表示ですましうる
かどうか等問題点があるものの，会計の基本的目的であるアカウンクビリテ
(44) Cyert and Ijiri, op. cit., p. 31. 
(45) スミス＝アシュバーンは「財務会計・管理会計」と題する文献で， 開巻第 1項
に accountabilityをあげ，その後の説明において，しばしば accountabilityを
説明の拠り所にしている (C.Aubrey Smith and Jim G. Ashburne, Financial 
and Administrative Accounting, second ed. (McGraw-Hill, 1960)）。
(46) John H. Myers, A Set of New Financial Statement, Journal of Account 
ancy, Feb. 1971, pp. 50-57. 
(47) この点はマクファランドが推奨している (Walter B. McFaland, Concepts 
for Management Accounting (N. A. A. 1966), pp.149-164,染谷恭次郎監訳
「管理会計の基礎」（日本生産性本部昭和42年） 173-188頁）。
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ィ強調の観点からの現行会計改善に関する示唆に富む見解であるといえよ
う。
また，会計責任が委任一免責報告(charge-dischargereport)として説明
される時，このことは投資家によって委託された金額で会計処理されるべき
ことを意味するとの理由で，そこには，常に，資産評価に関して原価主義が
(48) 
想定されている。言い換えれば，受託責任の遂行度合を報告するには，原価
主義が必要かつ十分である，との前提が置かれている。確かに受託した責任
の大きさとその解除までの過程を跡付けるのには，原価による記録が必要で
あるし，それで十分だろう。しかし，既に示したイリノイ大学報告書やサイ
ヤート＝井尻の説明にあるように，資源の管理効果性に関する指標の提示の
意味が会計責任には含まれていると解釈するとき，かかる責任を遂行するの
(49) 
に原価評価のみで十分かどうかは検討の必要があろう。
いずれにしても，これらから明らかなのは会計責任を会計の基本的目的と
して設定するとき，この目的を達成するために，現行会計について相当の改
善の可能性が港んでおり，そのことは，また同時に，かかる改善に指針を与
えるような会計理論の構築の必要性を促しているということである。
V む す ぴ
会計理論は会計上の判断に指針を提供せねばならない。しかし，会計上の
判断は多様である。このことは会計上の判断が種々の目的のもとに下される
ことを意味している。そして，この目的の相遮に応じて，対象とする経済事
象が有する属性について，取り上げる側面を異にする。
(48) Arthur L. Thomas, Revenue Recognition, Michigan Business Report No. 
49 (the University of Michigan, 1966), p. 31. 
(49) 久野教授はコーラー会計学辞典の「accountable」の語義に関する説明から，
保有損益の認識の可能性が示唆されていると解釈されている （久野光朗稿前掲
稿19頁）。
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しかし，種々の目的のもとに遂行される会計行為であっても，そこにはお
のずと基本となる目的が存在する。かかる目的の識別には，会計を必要なら
しめる経済的背景を探らねばならない。そこで，かかる探究の結果，会計責
任がかかる基本的目的であることが明らかになり，同時に，その理念が過去
から引き継がれてきていることも併せて明らかになった。
しかし，経済の変化・発展とそれに伴なう会計に対する経済的要請の変化
によって，会計責任の内容にも変化が生ずるのは当然である。したがって，
会計責任が会計の基本的目的であることが明確になることによって，問題が
解決したことを意味せず，問題解決への端緒が開かれたことを意味するにす
ぎない。かかる理念の変遷を辿り，その硯代的意義を探ることこそ，会計理
論構築に必要な作業といえるだろう。かくして，この作業が今後に課せられ
た課題になった。
